
 

和泉市職員倫理委員会 審査結果 

 

１ 通報の内容 

  下記３部署の備品調達の入札事務に関して、職員が一部事業者を優遇する等の

不正行為があったという旨の通報 

 ○消防本部総務課において、商品を指定した入札を行い、特定業者に高額で落札

させたこと、外部から契約検査室に当該内容の指摘があったが、調査を行わな

かったこと 

 ○学校園管理室において、商品を指定した入札を行い、特定業者に高額で落札さ

せたこと 

 ○水道施設室において、同等品申請の受付を契約検査室が水道施設室に圧力をか

けて承認させたこと、業者からの質疑に対して、虚偽の回答を行ったこと 

 

２ 審査内容 

  通報者及び担当課（契約検査室、消防本部総務課、学校園管理室、水道施設室）

に対し通報内容に関する資料収集及び事情聴取を実施の上、和泉市職員倫理委員

会を開催し、審査を行った。 

 

３ 確認事項 

審査の結果、下記の事項が確認された。 

 ・消防本部総務課及び学校園管理室において、商品を指定した入札を行ったこと

の疑義について、通報者の指摘どおり、一部の商品に関して色の指定などの条

件が付された入札が行われていた。この点について、各担当部署は、その仕様

を定めた理由があり、事前に複数のメーカーで取り扱っていることを確認して

いることや同等品申請を認めていることから、商品・メーカーを限定させる意

図はないと説明している。また、契約検査室においても、仕様書を確認した際、

問題はないと判断したと説明している。 

 ・契約検査室に対する外部からの指摘に対応しなかったことの疑義について、契

約検査室は、関係職員への聞取調査及び弁護士への相談を行っていた。 

 ・同等品申請に関して契約検査室から水道施設室へ圧力をかけた疑いについては、

両部署は事務手続きの手順や疑義に関する調整を行ったが、その調整の中で、



 

契約検査室において水道施設室に圧力をかけた意図はない、或いは、水道施設

室において契約検査室から圧力を受けたと感じたことはないとの説明であっ

た。 

  また、水道施設室は同等品申請の期限後に型番の記載誤りがあったことが判明

したため、軽微な補正と判断し申請内容の変更を受け付けた。 

 ・水道施設室は仕様を満たしていない同等品申請を、メーカーからの回答をもと

に承認したが、後日再確認した結果、承認を取り消した。 

 ・水道施設室の備品調達において、業者からの同等品申請に関する質疑に対して

虚偽の回答を行ったことの疑義について、契約検査室からは虚偽の回答を行っ

ていないとの説明であった。 

・その他関係職員への聞き取りにおいて、備品メーカー又は備品納入業者と職員

との癒着など不正な関係が特に疑われる事実は認められなかった。 

 

４ 倫理委員会の判断 

  備品調達の入札事務において、不正行為や不適切な事務があったかについては、

下記の理由により認定されない。 

 ・所管部署は、調達する備品を決定するために、事前にメーカーから提案を受け、

見積りを取得して必要な規格を決定して仕様書を定めた。 

  その結果、一部の商品で色等の規格を限定する仕様が採用され、商品を指定し

て特定事業者の利益を図った、との疑義を生じさせたところであるが、規格を

限定する必要性については所管部署の個々の職員ではなく組織的に判断して

おり、本委員会が聴取した上で、概ね合理的に判断されたと考えられるもので

あった。また、他のメーカーでも対応できるかどうかを一定確認して判断した

経過が認められ、特定の事業者の利益を図るための仕様であったとは認められ

ない。 

 ・期限後に同等品申請の補正を受け付けたことについては、事業者の参入を促し、

入札価格の競争性を働かせるとの観点に鑑み、特に不正な手続きとは認められ

ない。 

 ・仕様を満たしていない同等品申請を、メーカーに電話確認した結果、承認した

ことについては、他業者からの指摘を受け、誤りであることが判明したため、

見直しが図られた。 



 

 ・契約検査室が、外部から不正行為に関する指摘を受けた際に対応しなかったと

の疑義については、関係職員への聞取調査及び弁護士への相談を行い、官製談

合にあたらないと判断したとのことであるので、一定の対応を行っていたと認

められる。 

 ・上記のとおり、所管部署からの聴取や関係書類を確認した結果、職員とメーカ

ー又は備品納入業者とのやりとりにおいて、特定の事業者の利益を図るような

職員倫理に反する意図や行為は確認できなかった。 

 

５ 任命権者への意見 

  今回の件では、仕様書作成にあたり、各部署で作り方や様式が統一されていな

いこと、メーカーとの打合せ、見積り依頼するかどうか、真に必要な条件付けと

なっているかといった点において、一部疑義を招きかねない部分が含まれていた。 

  この部分が通報につながったと考えられるので、上記を踏まえた入札に係る制

度変更の必要性については、市において検討されることを期待する。 

 

以上 


